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第3次5カ年開発計画期をむかえたトルコ経済
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はじめに

1973＇！三はトルコにとって大きな転換年になると J思われ

る。経済的には，今年から第3次の5カ年開発計闘がス

タートした。第3次計画は1963年からはじまった15カ年

計画の最終計画に相当するが．むしろ今ffから1995年ま

での長期22カ年計閣の第1段階であることの方に大きな

意味がある。つまり，1995年までに西ヨーロツパの先進諸

国と比肩できるだけの社会構造の近代化を同P，かつ民

業国から工業国家へ脱皮してEC正式ryn_mの実現を目標

とするものである。他方，政治函をみると今年3月末に実

施されたいまだかつてみたことがないtまどの混乱を弓し

た大統領選挙，それに引き続く新内閣のf足立，さム：こは

10月14日に予定される下院の総選挙などがあげられる。

現在トルコが直而する最大の問題は政局の不安定であ

る。 l王ttl年ごとにくり返される内擦の交代，軍吉1の政

治介入と政党の軍部にたいする根強い反発と不信感，諸

政党の目まぐるしい離合集散っどうした政均と軍部の確

執に起悶する政治的混乱が経済の諸側面に当然なが九大

きな影響を及ぼし，経済開発の行方に一抹の暗影を投げ

カ斗ナてu、る。

I 1972年のトルコ経済

1972年のトルコ経済は着実な進展を示した。 1972年の

国民総生産は，国家統計研究冴（Statefnslitute of S1，ト

tistics）の発表によると2234億トノレコ・リラ（以下TLと

略す）である。これほ1971午・と比較すると 7.7%の治力I]
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長 場 柑：

ヨ告となる。 1人当たりの所得も1972ケーには59f'>OTL (425 

ドル〕に達し？と｛注 I）。

第 議

i•－：；民総＇ I' I) 1人当ナ，.： .') 
(10億TL 明得（TL)1'' 

1 g 6 s I 114.8 3,097 
1 9 6 9 128.0 3,367 
］リ 70 147.9 3,7什円
1 <) 7 1 • 18民.4 4,7-+0 

(HJ所） USAID, Economic and social iπdicators-

Turkev, Iク72,Ankar日、 1972、pp.11-12

C,i〕（1) iL.家統計日正Prの数L
(2) 1低家計四i庁の数’j':o

日72年のti常生産はfrI夫に恵まれて順調に伸び任。し
かし、未曽有の時作でわヲ之1971午には及ばたい（とく

に小麦〕。

第2表 主要1寺町内生産 ( ljt位： 1000Iン）

I 1 9 7 1 

穀物 j 20,799 
ドケ 1 :3,853 

イチ J グ｜ 195 

、シバミの突 i 166 I 1so 
オリープ｜ 326 I 740 
リ－ / i!J I 52 ' 1:'iO 

バコ｜ 173 
制花I 522 
茶！ 172 

（：［＇，所〕 ！KA:daily 自onomicand com川ercial
bulletin司 Apr.18, 197:>. 

一方，工業生産も好調で第2次計画期間でもっとも高

い119%のl戊長率を記blLえ。 1971年の生産足と比較す

ると銑鉄28.8%，粗鋼幻自己%，電力 13.6%，似ザラス

24.0%，砂糖40.5%などがそれぞれ増加している。しか

しなポら，政鉱石，クローム，銅などの鉱物資；，［j＼の生産

J出土胡年をドまわっている。

1972年の投資実績は公共投資が214億TL，民間投資

が日US億Tしで，これは対流年比：n.4%の増加となる。



　農業国としてのトルコ
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II 己主出としてのトル 1
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｜司氏総t:"rにιかる．農支部門の間cX:比は毎年ill.下‘し
ぐ1川：4守の；；:i-7＇.＼。から 1Cl71年には21i三%に干が Jfこ。－

lj ， 一仁？：部門の｝，＇！J 合は同期間（こど ，•·：， ，＼－えこ1叫71年には

17. 2~ ：， に i骨太した斗 2 、＇ o 農業部門の主1；斤を引き下げ．工

仁郎0＇］のそれを引きあげるという開発計 pufの一つのII擦

はi'fJ次1'1りな！ょに果を収めている。しかし，それ以外の部門

の；1;1］合？にはわ「かな変動があるだけで抜ド的な経済構造

を変不するまでには1ミリifしていない。 1977{1には！.；乞絵の

・,;iJ ；＇；－よと山 oo，工tのそれを 27 ＇；~ にすることを目標と十

る。また‘長期：！2カ年計I司の最終年である1リ何年には畏

でl:','¥,l；業:r，＇＼，になるだろうと予測している .ii.3 l門

199:'i年の；l,'!J合は‘現在トルコが目標としている fクリア
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　外国貿易の構造
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の1970年の経済簿造とほぼ同じ割合（良業11.6%,J：主

35o/o）を示している（注4¥

貿易構造では続出品Bの80%以上は設産物で占められ

ている。 1963年から1971年までの総輸出に占める農産物

の割合は87.6,84, 85.9, 85.2, 88.8, 87.0, 82.4, 

80.3, 78.2各%となる。さらに詳絡になてみると， 1971

年の輸出総額6-0意7660万ドルのうち農獲物が5億2980万

ドルヲ工業製品が9抑）万ドyレ（13.9%〕．鉱産物方l5280万

戸Jレ（7,9%〕である。輸入品目は投資財と原材料で大部

分占められる。総出入とも相手地域i士rJ可ヨーゴソパのた

進諸国が貿易震の半分以上に遺する。婆するにトルコの

貿刷主先進1苦国から投資財・原材料を愉入し，興産物全

輸出するという後進国裂の貿易構造といえる。

興業国トルコは工業化を促進するためにもまず天候依

存型の農業から脱却を図ると同時に党＇t技術のi[r:代化、
溜概農地の拡大など農業開発を優先的に実施ナる必要が

あろう。どとろで，！羽発計画1どは別iこ1年ほど1111からぶ

部の強い圧力によって「土地・農業改本」草案が各政党，関

係する諸機関で準備されてきた。そして今年にdいって

から「土地・決業改革J(Land and agrnrian reform）法

案が国会に上程され下院では通過し，現在上院で審議中

である。との改革法案は農民の生活水ifの向 k，所ね格

差の是正，生産性の向上と同時に土地のない農民に土地

を町分することを目的とするものであろc 歴史的にみる

と， トルコにおける土地改革の必要性は共和国成立時の

早い時期からさけばれてきた。すなわち，目立7年と19:29

年の「土地再分配法」（Lan<lredistrihution laws), 1¥134 

年ど 1938年の additionallegislation，次いで 1945年の

「土地改不法J(Land reform bill）。しかしいずれの

改革も見るべき成果を収めていない。トルコの農村（と

りわけアナトリア東部〉にはイスラムにもとイく関鋲的

な因習，前近代的な人間関係と社会構造が根強く残存し

ている。こうした中で今回の土地改革にしてもいかねど

の実現性があるか非常に疑問視するむきが多い（地方出

身の国会議員の多くはその地方の大地主か素封家である

二ど，一般的に農村社会は保守的.1！！他的であることが

主たる理由と考えられる〕。いずれにしろ，土地改革の

成任はトルコ社会の近代化と経済照発の進展を左右する

もっとも重要な鍵といえる。

(It 1) 15歳以 jの人仁！日。

（注2) USAID, Econo間 icand social indicators 

Turkey, 1972, Ankara, 1972, p. 17. 

（注3) Devlet Planlama Te子kiliiti,Yeni stratej, 
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ve kalkmma J>lam (Ur;iincu he,< ytli, 1973-1917), 

Ankara, 1972, p. 134. 

（注4) Dev let Planlama Te'?kilati, l’cni strateji 

1973-1995, Ankara, 1972巻末の付表より。

JU 外国貿易の構造

1963年以降10年間にわたるトルコの貿易構造には著し

ヤ特徴がν、くつか認められる。輸出入額が前年を下まわ

った年もあるが全体的には順調な伸びを示している。と

りわけ， 1970年）＇］， 役のflj1び率が丙く， 197:2年の輸入は

1970年比60%,1971年比34%，同年の輸出は1970年比

五 I ）~~＇ 1971年比31＇＼，とそれそれ大闘に増加している。付 i

入の伸び2容は輸出のそれよりもかなり高い。したがづて

fl＇なバランスは亦中基調てる、その隠は毎年拡大する傾向

にある。 10年聞の均一平均輸入額は事協4458/Jドル，愉／i:l

額は5億4387万ドノレで赤ー字幅はおよそ3億ドルとなる。

1963 
1964 
J %5 ' 
1966 
1967 

1968 
1969 
1970 
1971 : 
llJ72 i 

第6表 1ノレコの貿易 （単位： 1000ドル）、ノ

687,616 
537,397 
571,%:: 
718, 三11(1
684,669 

763,li(i:l 
801,228 
947,605 
1.170,841 
1.562,5:i:, 

1 
1 

lL i パテンス

368,087 -319,529 
410,771 一126,626
41i3,7:,8 -108,215 
4リ0,50同 227,7Gl 
522,334 -162,335 

496,31i'l -2fi7 ,294 
5:,6,831 -264,394 
588,476 -359,129 
676,602 -494,239 
884,%9 一日7,586

〈出所〉 Z包rkiyeiktisat gazetesi, Feb. 1, 1973. 

1971年の補入相i子園はIi西ドイツ＇.17.9%), ②アメリ

カ（14.7%），③イタリア（10.4%〕，④イギリス（9.5%)

となる。近年，アメリカの比重が減り，相対的にEC 訪

問（とくに西ドイツ〕のシェアーが場大した。 1971年の

輸出先をみるとj）商ドイツ（19.4%），②アメリカ（10.1

%〉，③スイス（9.6%），④フランス（7.2%）の順位と

なる。輸出入とも商ヨーロ叩パ諸国とアメリカに大きく

依存している（1971年では輸入が71.9%，輸出方＞68.9°心。

この傾向は今後も続くものと予想される。他方，コメコ

ン諸国との貿易泣にi土ほとんど変動がなく毎年10弘『，Jillを

のシェア山である。

~，t出内'f;'.をみると 10年来良一産物の割合が！王制j的tこ高く

毎年80%以上を占めてい;I'，こが1971年にはじめて1s.2:'ofζ

減少した。一方，工業製品の割合は増加すう勢にあり，

1970年仁は10.5守ふ 1971年には13.9%に達した。 JI，口WJ



　海外出稼労働制度

973090071.TIF

一一」J一 一、一、－－♂～－－ーも一一～~ー～Jー」r一一一一一一戸」P『一一一’現地報告一－－」J一、

では綿花（28.5%,1 {j意：9310万ドル〉，タバコ葉（12.7%, 

8590万ドル〉が恒常的に第1位， 2イ立を占める。そのほ

かへーゼルナ、ゾツ（12%），家畜・手L1t'1品（5.5守；，），干し

ぶどう（3.3%），野菜・果物（2.6%）が多い。工業製品

の中では繊維製品（5.8%〕，鉱産物ではクローム（2.6%〕

がLd交的上位にある。土要論出品11のiみ成変化にはほと
んと動きがない。

トルコは園内産業保護，外貨節約を前提として貿易自

由化政策を採J ている。しかしながら．者修品，非必需

品，同内自給が，，r音色となった高品全プ了／／Jて消費財の輸入
に関しては，きびしい制限あるいは禁止措置をとってい

る。 1971年の：？三要輸入占.・，日i土①機株（建設機杭，ぷンプ，

生業用機械，内燃機関など） (22.4），十三r鉄鎮・鉄￥A製品

(11. 3），③燃料（10.4），④電気機械（5.5），③翰送機

械（トラッケヲー，パスなど） (5..i各%）であるつこの

ように輸入は経済関発tこやiJ欠な機械Hi，設備資材など

の投資財，燃料や鉄鋼などの原材料によって圧倒的な割

合が占められるつ

トルコの良品坑は今後とも増大する/t!l向にある。とく

にイスタンブールやイズミーノレなどの港湾施設の改善，

ボスポラス大橋の完成（今年の10月28日〕，道路網の怯

充などにより商ヨーロてノパ．コメコ L ,,II国との発fj.~が期

待される。しかし，最大の輸出品目である農産物には気

象条件，国際価格の変動〈とくに綿花，穀物〉，国内需

船関係とい／〉たきわめ一て不安定な要［λIt＇；多い。さらに，

貿易赤字を海外出稼労働者からの送金や観光収入に一方

的に依存して国際収支のパランスをとっている現状は決

して正常とはいえないた、ろう。

IV 海外出稼労働制度

すでに明らかなように貿易収支は釘年恒常的；こ赤字

を示している。きびしい輸入制限措沼をとっているが，

工業化に必要な設備資材，原材料などの輸入増加に伴っ

て貿易の赤字幅は遂年拡大する一方である。この赤字を

相殺して余りあるものが海外出徐労働者（注） Iからの送金

である。

19611手から制度化されたこの海外出稼労働は国内の過

-;c;J労働人口の緩和tこ寄与し，またその送金は観光収入と

共にト7レコにとっては有力な外貨獲得源となφ ている。

1972年に海外へ送られた出稼労働者は8万5229人で，1961

年から同平求までの総数は65万441i7人にのぼる（注2）。出

禄労働先を国別にみると圧倒的に西ドイツが多く総数の

83%を占め（注3），次いでフランス，オーストリア，オラン

グ，ベルギーの順となる。西ヨーロッパ£1，外の諸国はわ

ずFか1.7%にしかすぎない。 1972年の送金額は7億4000

万ドノレに遣する。 1964年から1972年までの年度別送金実

話は第7支のとおりじ 1972年の』支議は前年比S7%，金額

にして2｛意6873万ド，i－の増加となる。 1人当たりの送金

額は1964年の74ドルから1972年には1130ドルに達した。

次に，労働者送金と貿易高の関係を見てみよう（第7

衣参照）。 1%4年から1972年までの9年間におよそ20億

ドルの労働者送金があった。これは輸入総額の26.02%,

輸出総額の39.78%に相当する。 1970年以降労働者送金

;)l激増L.,llJ72年には輸入額のおにそ半分，村山額の83%

を占めるに$~った。こうした事実は， トルコ経済のひと

つの特呉性を顕著に現わしている。

現在では国際収支の健全化を達成する上で＇＂）；働者送金

は無視できない要議になっている。しかも，海外へ送ら

れる労働者数においてもまたその送金額も毎年増大する

傾向にある。 1980年にはおよそ：mo万人， トrしコ国民の

25人に 1人の割合，が出稼労働者として西ヨーロッメ諸

国などに送られるものと予想される（注4）。

しかしながら，海外出稼労働制度には必ずしも有利な

t11J面ばかりがあるわけではなν。 トJレコ伽lと外国人労働

築 7 言皇 海外／＇l稼労働右足金と貿＼）.l克の推移 （単位： 1000ドノレ）

入 総人以

1 9 6 4 8,144 
w，抑割合1.s2＜弘2 410,111 I割合1.98 ('2",l_ 

1 9 6 5 69,782 571, 95:3 12.20 467,738 14. 92 
1 9 6 6 115,334 718,269 16.06 1 490,508 23.51 

1 9 6 7 93,030 684,669 13.59 522,334 17.81 
1 9 6 8 107,320 763,663 14.05 496,369 21.63 
1 9 6 9 140,635 801‘228 17.56 536,834 26.20 

1 9 7 0 273,021 947,605 28.8] 588,476 4日.39
1 9 7 1 470,370 1,170,841 40.2ti 676,602 69.67 
1 9 7 2 740,106 1,562,555 47.37 884,969 83.63 

（出所〉 Tiirkiye i長tisatgazetesi, Feb. 22, 1973. 
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者の受入国の双方においていくつかの問題が生じてき

た。その一つは西ドイツをはじめスイス，オランダ，ベ

ノレギーなどの諸国が激増する外閑人労働者の受入を規制

する動きに出てきた竺とである性5)0 三れら諸国とトP〆

コとの問の人経，宗教，生活環境の違い，および経済的・

文化的格差が非常に大きいことも指摘される。さらには，

受入国におけるトパコ人労働去の労fr[,;J条件，職業選択，

職業訓練，労働者としての権利擁護，住宅，子供の教育

などの問題が顕在化し，早急に解決が迫られごし、る。千

うーーつは何んらかの技術を有している廷の高い労働者配

送ってほしいという受入国側からの婆滑が強ま円てきた

ことであるο このことは受入国においてトルコ人労働者

の労働条件や職業選択の自由につながるE重要な問題であ

るυ没後にそ入国で特殊技能や仕事の経験をwんで帰II!
しでもそれらを十分かつ有効に生かせる職場が非常に限

られているトルコ001の現状もぢ過で乏ない問題である。

Cit 1) 壬の子、 bli分は ！~d誌で， Jjj[vJ に従ヰi jる1切附

は3年から 5年。出稼労働者の実態に関しては Gi:!k-

men, Oguz, F.配feralAl川 anyazγ Tiid iS:,ileri, 

Ankara, Ayyildiz Matbaasi A. ぁ1972.:326 p目が洋

（注2) 家族l立合まなL、。出稼労働者として海外へ

/Iiる場介〉；俄ビ・IJ'：：必要と iるが、 M,Jcピ，r，.出ffi• .. 

そのよま労i紛れと LCいすわるケースもかなり多

L、。こうした公式統汁に現われない数字を合めると100

7j人近：に Lうは，＇.；， Turkiye iktisat gaz〆tesi,Feh 

22, 1973. 

C /l. 3 ) Ibid. 

( il. 4) Industrial relations and social problems 

of Turkish workers abroad, in CEN・Jり semincr

οn indust，γal relations (Ankara, 1972), p白 150.
(It5〕 『1:i/J11新聞』 1972年8月21日， 11月29円。
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注目すべきはトルコにおける都市への人口集中現象は

γー望者化とは対応しない都市化の点である。つまり後進国

引の都市化である～アンカラi主行政・持費刻印市， ：・ス

タン’ブーノレは商業・港湾都市であって，決して工業都市

ではないJ

前に述べたとおり，国民総生産あるいは1人当たりの

川（）は毎半ii）調な－：11iゴを庁、L，この；；，Jりでは高い入iJj付

加率が経済開発の権特となっているとは考えられない。

問題の一つは地域問、階層問に存在する著しい所得格差、

ι弓一つはれ市tこおJる下宵i士会の形成・［i'F!Kであるつ
都市における驚異的な人口増加は，自然的なものより

もむしろ喪サから都市への無秩序た人口流入による初会

的培加に起因する。都市へ流れ込んだ人々は都市のいく

つかの特；E地域i二集中的tこ定法なJ京日をつく i.1，問？な＇1'.J

な下層社会を形成してしまう。ととろでトル’コには「ゲ

ヴ寸・コ＞ F'Jという言葉；＇；；ある。 「ゲジ L ・コンド

どは一夜にLてfH，れた索、という志味で、町長ながム，Ll

気，ガス，上下水道の設備はほとんどなく，直接地べた

にデザやIll末なじ，｝うたん士敷い》てどけで宗 t~ らしさずl

はほとんど見当たらない。以上のように「ゲジェ・コン

！ご」は厳？半；lこいえば家屋、巧ことでふるが， 般的には下

層社会と，ほとんど同じような意味で使われるととが多

い。トルコ全土で「ゲジこ・コンド」数は1960年の24方

h「，1970司令には5ハ万；乙増加，現在でほ70万とも推計主れ

ている。アンカラでは1960年から1970年までの10年間に

がJコ倍仁ふくれあ元通って今ではおよそ15万以 f－＿の「グゾ

ェ・コンド」があるといわれている（注3'o 1967年にアン

力ヲ大学の ibrahimYasa教授がア〆カラの「グジェ・

コンド」住民にたいして行なった職業調査の結果がある

（第9表参照〕。小技術者とは革や金属あるいは織物の細

工‘靴松辺、大工などの長WIをも 3ている人ぺ運転ニム

料理人，給仕入などである。サービス業には女中やオダ

高い人口増加率と所得格差

人口セ〉サスに工;Jcl:f197o午の紘人口は：3訓示6万7U011

人， 1972年末では3750万人と推計される（注 I）。 1927年か

ら1970年までの年平均人口I前日率は :C4%であるが， 人

口10万以上の都市部のそれは約6%に遼する。このパー

セントは， Ill:界各liilど比較すると非常に高U、ものとし、え

る。とりわけ1950年以降都市への人口集中がはげしくな

りその増加雫は年平均8%以上を示している（注2）。因に

立大都市であるアニカラと fスタンブールの人口増力II指

数と増加率を示すと次表のようになる。
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第9表 ゲジェ・ 1 ン＇ F {l i己しJ以業分衛門ム）

j ~ j,Gi レ 27.0 
Fち れ llぷ

寸ι L .. プ、 3側、、 2':J.5 
, {1 17.0 

ノl、 n '"'. ・,, •• 、f 古＂＇て F古～J ji ！｛） 

J ／よ れ l () 
1H, :, 5 
¥rr¥ 九iυ 1 ？ 甘.•え‘’ 

100.0 

(ii＼）河） Kele守， Ru守en; T11rlciye’＇de }ehirlcsme, 

konut vc‘gerekonどlu,Ankara, Cen;ek Yaymcvi, 

1972‘pp. JX8 189 

ジュ＼roomman) 1う：（＇；まJlる。 「ゲジ仁・コン 1ごιfUI.':

とい.，ても必ずしもゴミ処理やiii認の；s婦の工うな社会
の底辺労働に従事する人々だけではない。

所河川氏に｜羽ーする公式統計i土同支統計研究］司？なと、から

も刊行されていない穴め推計の域を：＋＼ない。アンカヲの

！ゲジザ・ゴ L・ F .. ' llRの中でJOOοrL J、！.l・ .. ,n J-J収があ

る家肢はいt;.l、。 10':;,rJ、i、の家桟：土T.r'JJJヰ之500TL  以

下でラ干たりのがJ2（）マ｛べ土;j（）（γJ'LかじlOIHITI. cη！！！］にあるコ

典型1'J(Jなアンカラの「ゲジょ・コンド」也氏のげjj地域で

あるとサール！王における、ドJコ汀!RI土690TLである，1> ¥ c 
アンカラにおける「うジ r ・コンド j (iι（ Jj外のYftV~ ＇，jJ

所得i調査（）］収1 に上 ;Ji..;-L1、ワ f ト・カヲ－ i(•J が3019T L. 

官庁や民間会社の秘円， ntlfめ職員が1492TI J’小売商ヘ

が 191i5TL，工f号ラJI到すが91のTl，という結果が出てい

るは］：，＼， :1:た、 f子f;k］公）.，.孔高級ア F：ートが立ち、.jJ,:んでい

るギ L ーペンエゾレ11-地域での半l'JJj収｛士山のTL. ア

ノミートの賃｛合！？！が月平均1400TLという：／1:I。u土みて
きたように三うした悲伶な生活設J；＇；，＇.にある「ゲジ工・ゴ

ンド I{1民はアンカラの総人口の65%,fス々ンイール

では45% を占めている付[7 ）。とれば~lt ＜べきほど？おい，s11

介である。 トyレコの社会.tt済構造の1/1で「ゲジJ ・コ
ンドJ問題が特記されるま里，J1比 ljlに竺活環況の悲惨さ

だけではなく !fHri人口に占める;t,:1）合が異常に高いこと，

所得水準がfr＼：いこと，文7守率が向く子Htの就学：容が似品；

に｛氏いことなどによるものである。

(i.L J ) Tii rkiye iktisat ga2et.凸 i,Jan. 4. 1')7:l. 

(i!: 2〕 Kele千 Ru：白l ＇］、日rkiye'de ;, ehirle:me 
egilimlcri, .Anlwra ｛＇ηiv.Siyaすall,i/gder Fal.:1iltesi 

dergisi, 25 ( 4) Dec. 1970『 p.51. 

（沈：l) Kele守， Ru守en; Tiirki九ど三leJehirle；＜川e,

konut むegccelwndu, Ankara, Cer号じk Y‘aymevi, 

1972, p. 1メ4号

C n 4 ) Ibid., p. 192. 
〔；］＇.5) Kapil, Iris and Hasan Genc;aga; Urbani 

zation and modernization in Turkev一A case stu-

Jyー， Ankara,USAID, 1972, p. 26. ';JU.'( i'i t iによれ

ば（ll.日 llept. of Commerce; Overseas business 

rcj川 rts,Dec. 1971, p. 11〕．工均vr民l:]i長 l：円前；；35

T L，内練・J;｛同者；よ27TL，平井：lp有力 ff~；fiは18TL,

4と！＇＼ i•i! 7i例戸；t士17TLとい、制 rr結叫がll＼ごいと
(1969 :; JI// べ〕。

(,t.15) Keleラ. Ru号en; Tiirkiye'de Jehirlピ；＜me,

konut z’g geu,k’ondu, p. 216ヨ

(, I. 7) Ibid., p. 11<6. 

f付、 日3次5カ年開発計画の概要

l 全般的目標

箔：t次計画の計画書注l）によれば．第3;j,:iill酉は公共

部門にたいしては命令的，民間1m門にたいしては指令的
であると；ikっ亡いる。つまり，公共部門；士、（f大資本と

：向~な近代技術を導人してリスケを伴う主うなあらゆる

T業の発畏に資する投資活動を行ない、 :f，民間部門を育

成‘ l;'J/J)J.tQlめしてその「主導的な役割」を来たす機能

を仔している。第 3 次~H凶の全般的目標i土以下の 3 点に

要不Jできる。

:11 急速な人口増加に対処するために，工業化を図

~' J由加する労働人口を工業部門にl吸収して経済構造

を変草する

12) 民間部門の投資活動を積同的に行なうために国

内貯訴を党助する

i:i., もっとも開発が遅れている東アナトリアへの産

業民資を拡充する。

2. 潤民総生産と生産目標

i-N民総生産は1972年の1912億TL 1971年価格。以

下同じ が年平均7.9%の成長率で1977年には27ci,0{0'.

T Lに達する。したがって期間中に国民総生産は同3億

TU首加する。 1人当たりの所得は1972年の5094TLか

ら1リ77年には61,40TLになる。これは年平均5.4%の滑

りIIネである。 lll77年の国民総生産に占める部門司IJ構成は

農業23%，工業'27%，ーザーピス50%と予測する〔1972年

ではそれぞれ28%,2川ら， 4CJ%である〉。

計画期間中における工業生産の円標増加率は，年平均

11. 'l~；である。このうち鉱業部門は15.3%，製造工業部

門は11.7%，エネルギ一部門は12.5%の僧加を目標とす

る。工業情造の変革達成を目的として製造工業部門のう
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J ～一日一現地譲空母」－「ザ－’

ち消費財工業は74%，中間財工誌は 14.3%，投資財工

業ば16.8%の年平均生産増加を目標とする。投資財工業

では捻械烈造，足気機械， t亘子工業の大幅な生産増｝JnfJ'.

期待される。消費財工業では繊維・衣料，酒精飲料，中

間財工業では石油化学や化学肥料の上うな化学工業と糸

腐了A業の生産がとりわけや：1びるもの土予想される。 ζjも

らの成長継が達成されると，製造工業に占める消費財生

産の割合は1972年の46.6%から1977年には：lR.1%へ低下

し，中間財と投資財のこの割合は53.4%から1977年には

61.7%へI科大するa

一方，幾業生産の年平均増加率を 4.6%と予測する。

喪産物， ;£if，宝物，水産物，林産物の年平均1I!察増加：よね土

それぞれ4.0,5.0, 8.4, 9.1各%である。省産におν、で

は所期の生産増加を達成するためには飼料生産の増加，

防波およ〔／＇.＇，［虫対策に重点をおく必要がある。農産物＇ I土

産の場合にはi獲j統施設，化学肥料の多角的利用および農

業対策に示されている諸項目の達式に重点がおかれる。

林産物生産の拡大のためには林産加工業との調和のとれ

た開発が望まれる。水産物に関しては新しい抑獲技術の

普及， t魚介類の貯蔵，輸送，販路拡大の改冶と促進が引
まれる。

3田 部門別投資配分と資源

第3次計画期間に2811億TLの回定資本，101億TLの

在！市資本，；色額2912億TLの投資が行なわれる。国民ほ

生産の平均24.2%を占める悶定資本投資のうち96.4%は

同内源資，：1.6%は外資に上って＼！如、れる。＼;1,j定資p,t

資は5年間で82.3%，年平均では12.8%の増加率となる。

2811億Tしの固定資本投資のう人1584億TLは公共部

門， 1227徳TLは民海部F引こよって達成される。そのJt

男容は前者が56.3%，後者が43.7%となる。総投資に占め

る民間部1111の投資比率は，民一間部門における資金調達守主

力およびセクターとプロジェクトの最を考慮して決定さ

れ， 1972年では42.（切らであるこのi七rが1977{fには450 
%に増加するものと予測される。悶定資本投資の担分を

みると（第1の表参照＼工業化のl'Hめのため化製造工業＇＇－

の役資にも・.，とも？られ、ウェートがわかれている。第三；：，：

計画（固定資本投資総額は1971年価格で1523億TL）で

は25.7号らであったのにたヤして第：1次計画では31.1°ムの

投資配分を目標とする。工業部門（鉱業，製造工業，エ

ネルギー）への投資担i己分の推移をみると第 1次計衝で｛土

31.3%，第2次計画では37.7%，第3次計画では45.4%

の高い比事となっている。襲業部門の比率は第n欠計画
が15.3%，第2次計画が11肝心第九次計画は11.7%王洲

、，h
勺
J

一一’ 一
第10表部r'i引司定7けλ投資配分

(1971年価格単位：億TL) 

＇／｛（， 公 JI,I 

il'l:,Hli'i総irut11'i35ttti!附叫ん額l制比

告主 業l 156 47 .3 
鉱業 163 5 .8』 82.2 29 17 .8 
if，造～l業｜ 'tl77 '.il 11 49.0 447. :il .O 
を輸・ j 1言 41)61 14日 3llJI 78.li 87' 21 .4 

財政 Ml,1ft so1 1.s 151 3o.ol 35i 70.0 
観 光 !gi 1.6 17 37.8 28' 62.2 

設 4 Li .7 2】')  5.0 418j り，i.O
L ネノペー 240 s .ii, 2211 92.0 19' ti.O 

133 95.0i 教 子7 140 5.0 71 5.0 :{ 健 40 l. 4 :38 95.0 2・ λ.0 
ニ：共サ 二ス 円。 出D100.0 

I 2.s11i 100.o' 1,584 5削6ιり．β3j 1,2幻2幻勾2

次低下する傾向にある。 2811億TLの投資総額のうち，

およそ54°0は設備投資（建造物，決ht類， iiミ（治資材な三〕

にふりむけられる。設備投資の割合は各部門によって異

なるが冷斜1539'.r;fTLに；iする。

計画期間中に込行される状資水準を実現「るためには

国内貯蓄を年平均13.6%増加させることが必要である。

1973年か，，1977年主での5年聞の白内貯訴の総額はお07

僚に達するものと推定する。この程度の貯蓄蓄率を維持す

るためには公共貯蓄の増加ネ負｝I［を大きくしなければな

らない。公共貯誌の年平均増加率は18.9%と見込まれ

,7，。国民総生産仁占める2;:-fJ：貯蓄の今！合は1972年のH7% 

(210佑TL）か人1977年には14.1% (395はTL）に増

大する。民間貯蓄は年平均8.5%の増加率を達成して，

！持民総生刊に占める割合は1972年の10.9%(218{(.(f L) 

から1977年には11.3%〔315億TL）になる。一方，在

外貯蓄のill民総't.産に占めご〉割合、は年々伝下して1977年

には0.6%(18億TL）になり，在外貯欝は5年間で総

muosv包丁L に遣する。こhは投資総額の36%に相当す

る。したがって，；I，（資総額lま2912憶TLとなる。

4. 対外経済関係

計画期間中に特出は年平均9どりの増かが見込まれる。

この増加率が達成されると，輸出は1972年の7億5000万

ドルかt、1977年には11位7ci00万ド川乙逢すろ。農産物の

輸出は年平均2目7%の増加が見込まれるが総輸出に占め

て争l合では1972年の70%から1977年には511%に侭下す

る。総輸出に占める工業製品の割合を1977年には4幻。に

増加させることを目標とする。工業製品の中では，とり

j、け投資財の輸出の伸びが期待される。



973090075.TIF

nリ
ハ
”
日
り
向
日
向
リ
内
リ
ハ
V
凸
U

Aり
ハ
リ

A
U
Hリ
凡
リ
ハ
リ
ハ
リ
内
リ
ハ
リ
ハ
リ

、J
7
0
5
5
0
5
5
5
0
什

2
7
り

O
円
。
内

5
7
5

i
7
7
5
ぷ

8
H
O
、h
4
3
1
3
2
2
5
2
4

F
u
7

一1
6
1
A
5

一
6

一一

1

1

1

ド
一

9

一一一
L
1

万
一

1

一

一

（

円

A

M

A

V

A

リ
内
日
ハ
リ
ハ
リ
ハ
リ
ハ
リ
八
円
ハ
リ
ハ
リ
ハ
U
ハ
u
h
u
h
U
ハ
け
ハ
H

Aり

A
u

l

－

－

－

－

－

－

－

 

6
9
9
0
9
0
1‘
0
5
5
0
1
0
9
3
6
1
6
1
 

3
5
9
4
1
8
7
8
5
4
3
1
3
2
2
5
4
4
 

位

7
1
6
0
1
5

一
5

一一

1
4

社

9

一一
L
1

一

日

噌

i

一

市

一

一

l
o
d
A
1
3
0・
gu－
f
i
9
1寸一

畑
山
一

5
一

6
7
0
7
1
0
6
0
0
0
5
0
6
5
4
8
2
7

一

J

1

4

3

0

1

H

8
日

7
5
4
2
1
4
3
2
4
7
3

一

Z
1
7
1
4
0
h’
4

一
5

一一

1

4

1

Q
d

一

噸

一

岨

W

1

一

白

刊

4

寸

引
L

一

－

（

一

｜

i
l
l
l
i－－

－i
l
l－－
n
o
o
o
ハ
H
O
N－け
0
0
い
0
0
0
0
0
0
0

4

0

2

0

2
、J
o
－
－
3
6
nり
け
り

0
0
ユ
5
9
4

戸
わ
ハ
リ
白

1ム
JPUQH41
口口

A帥
τ
Aせ
り

μ
l
n
u
p
D
2
4
n
u
o
J

司

7
1
6
9
F
J
4
一

5
「

一

1

1

2

一

－

9

一一一

1

1

一

1

0

0

0

り
け

0
0
0
0
0
N
い

0
0
0
0
0
0

3
一
2
5
5
0
3
9
0
0
1
0
3
0
2
0
0
2
8
2

F
7
0
2
3
2
7
3
4
4
4
1
1
7
0
2
4
7
3
 

7
1
6
8
ι
4

一
5

一
一
－
4

2

三

9

一一

l

…

J

噂
l
ム

一

lle
白

JHJSρρ
品
川
。
ー
ハ
リ

i
ρ
o
q
q
d刈
叫
州
刈
川
！
っ

k
H

一
2
2
5
0
5
6
9
0
0
0
0戸
J
7
2
2
8
0
6
0

l

－

H
6
5
1‘
7
7
2
1よ
4
4
8
0
1
1
1
9
1

7

1

5

7
》

J
U

一日一一

I

G

2

一
9

一一

1

一

際

1

J ’～ザ 1

巨ヨ;;:'; 11哀

I 経・，Ir¥ U＜、え
A i"( J!1 J[5l 支
L •Ml 11: 
2, ,:(ii 入

B n め外収ぇ
1 外 1/t 不：J f 支払
2. r克 光・液 if 
3. 以外／［＇， j記労f史j！＼ わら・，，，＼、人会
4. ;f-1］制送企
5. プロジェクト JをD)Jサービス支Jム
6.二ル他
C iノプラストラノ fャ－hUIJ!'tiJI

n資本収支：
l Jt H ／長 f容が’
2. ji[ 'i＼食什車i
司氏 1:,1 外 'it [,i[ 
4. 外 li:J t主
5. f,f[; V:; f＇？ 紛
v、戸、，，
1ド仁t ,, ’，， fも

川
出
入
人
的
人

間段資のが）73%ね授業用機！戎および施設の拡充に充て九

れる。公共投資の67.5%は治水とごと地改良のために投資

される。

6. 工業部門の開発政策

パ77億TLの製造工業部門への投資のうち 16.6%が消

売肘工業，（il.4%j，中間財工業， 22.0%が投資財工業へ

配分される。中間財工業のうち化学工業部門では石油精

製到の新i立 タ／し・スス（Tarsus）化学コンプレックス・

プロジェクト，金属工業部門ではイスケンデノレン（Isken-

ゐrun）の扶鋼・アルミニウム工場の位張などの諸プH手

ェクトに重点的に投資される。投資財工業への投資は主

としてポfーゼノレ・エンジン，ペンディキ（Pendik）造

船所，自r,-~H用ディーゼル・エンジン‘伝動装置および重

工業部門の設備拡張のための諸プロジェクトにふりむけ

F》:ll，る。

エネルギ一部門への投資総額240億TLのうちの230億

T Lは電力郊門へ配分される。これは電力生産増強，発

言手所施設の近代化，約5000村へのむ力供給網の敷設など

にふりむけられる。計画期間中にケパン（Keban），ハサ

ノ・ウ一九（HasanUgurlu）などのダムが完成して電力

生産が開始される。残りの10億TLは核エネyレギーの開

発，コーケスお工び都市ガス供給施設の拡充と近代化の

ために投資される。

(itl) De、・letPlanlama Te干kiliit;Yeni stra向ιi'
ve ka,lcznma plant (['~iincii. beJ yili 1973一1977）’
Ankara, 1972, 1048 p.煩雑を避けるために本文では

出所を a 切省＇..• t：。 （在 f ンカラ海外派遣ti)
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EC諸問との関係からみて．草金入－；，＇，＇

れて輸入量まl土t首大するものと思われるo輸入は1972年の
1:¥1!な1500万ドルにたいして1977年にはい億500（）｝；ドルに

増大し，計図期間中に総額Sl{J意9800万ドルの愉入が行な

われる。 -mll:貯は7.5すら，＇1＇出］燃は 6.1°｛，，投店員！は8.5%
の年平均の輸入増狗ギを巨擦とする。したが、て，総J;J;;

入に占める中間財輸入の割合は1972年には58.9%である

のにたいして19774てには562%になるc 投資，H1{i¥J入ブjI.I 

合は1977年には36.8%に増大する。

1".i'.易外収支の商では観光収入と海外i'll稼労i列汗かe,,; , 

送金が増加して，国際収支はかなり改返される見とおし

である。］972年の有礼子己・旅行収入2000万ドルに／士いして，

1977年には8500万 Fルに達するものと子想、される。 1'177

年末の海外出稼労働者数は80方から 100万人に遣すると

予測される。その送金額は1972年の5治10007jドル主主人

1977年には6低ドルに達するものと推定している。

経常収支ω；示字I・J，土計画期中に綜〆して， 1972年の 1

億8200万ドルから 1977年には 1億3000万ドノレに減少す

る。しかし貿易赤字の絶対額は増加する。

5. 農業部門の開発政策

農業投資の43.1%(142億TL）は治水および土地改良

に充てられ，そのうおの約，n誌は大H:!¥1;);なI引iをプロジゴ
クトに支出される。農業部門の中でもっとも大きくかっ

重要な言十回は，多Fl((J下ユ－ 7ラテスJII流j戒の総合開発

計画である。第2次計画期間に着手した羨地改良事系を

第3次計画でも優先的に継続して実施する。

農業投資の47.3°らは民間部r可によって行たわれる。 fl';
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